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学事暦の多様化とギャップタームについて

資料３

学事暦の多様化とギャップタームについて



○ 教育振興基本計画（平成25年6月14日閣議決定）
基本施策１６ 外国語教育，双方向の留学生交流・国際交流，大学等の国際化など，グローバル人材育成に向けた取組の強化

【基本的考え方】

○このため，「社会を生き抜く力」の確実な養成を前提とし，英語をはじめとする外国語教育の強化，高校生・大学生等の留学生交流・国際交流

の推進，大学等の国際化のための取組（秋季入学に向けた環境整備，海外大学との国際的な教育連携等）への支援，国際的な高等教育の

質保証（単位の相互認定，適切な成績評価等）の体制や基盤の強化等を実施するとともに、意欲と能力ある全ての日本の若者に、留学機会を

実現させる。

１６－３ 大学等の国際化のための取組への支援

国際化や多様な体験活動の促進に資する秋季入学について，各大学における検討状況を踏まえた環境整備に係る支援を行う。

○ 経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）（平成25年6月14日閣議決定）
第２章 強い日本、強い経済、豊かで安全・安心な生活の実現
３．教育等を通じた能力・個性を発揮するための基盤強化
（１）教育再生の推進と文化・スポーツの振興
（略）意欲と能力に富む若者の留学環境の整備や大学の国際化によるグローバル化等に対応する人材力の強化や高度外国人材の活用、ガ
バナンスの強化による大学改革とその教育研究基盤の確立を通じた教育研究の活性化など、未来への飛躍を実現する人材の養成を行う。

○ 日本再興戦略-Japan is BACK-（平成25年6月14日閣議決定）
一．日本産業再興プラン ～ヒト、モノ、カネを活性化する～
２．雇用制度改革・人材力の強化
⑦グローバル化等に対応する人材力の強化
○意欲と能力のある全学生等への留学機会の付与
・就職時期の後ろ倒し（再掲）を行うほか、多様な体験活動の促進に資する秋季入学に向けた環境整備を行う。

○ 政府・教育再生実行会議第三次提言（平成25年5月28日）
１．グローバル化に対応した教育環境づくりを進める。
②意欲と能力のある全ての学生の留学実現に向け、日本人留学生を12万人に倍増し、外国人留学生を30万人に増やす。

○大学は、海外の大学との交換留学や単位互換を進めるとともに、秋入学やクォーター制など国際化に対応した学事暦の柔軟化を図る。
○（略）秋入学など学事暦の柔軟化に伴うギャップターム等を活用した留学や海外での体験活動を含め、日本人学生・生徒の短期、長期の
海外留学に対する支援を抜本的に強化する。

○産業界及び国は、企業や国家公務員の採用において留学経験を有する学生を積極的に採用するとともに、秋入学等に伴う採用試験、
資格試験の実施時期等の見直しを行う。

学事暦・ギャップタームに関する提言等
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• 昭和２２年 学校教育法施行規則制定
– 大学の始期は４月１日とされる。

• 「小学校の学年は４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。」（小学校に関する規定を大学にも準用）

• 昭和５１年 学校教育法施行規則の改正

– 学年途中の入学に関する制度の整備

• 「特別の必要があり、かつ、教育上支障がないとき」は、学年の途中においても、学期の区分に従い、学生を入学・卒業さ
せることができるものとした。

• 昭和６１年 「秋季入学に関する研究調査」

– 秋季入学研究会（代表：沖原豊氏）

• 国民の学校暦観、児童・生徒等の身体への影響、学校の年間教育計画との関係、夏休みの位置づけ、入試との関係、会
計年度との関係、国際交流上の利点と問題点、学生の就職、移行に要する経費など

• 昭和６２年 臨時教育審議会第四次答申

– 秋季入学制は「以下のとおり、大きな意義」があると評価。

• 夏休みを学年の終わりとすることで、効率的な学習・学校運営が可能

• 国際社会との整合性、外国との交流拡大や帰国子女受け入れの円滑化

• 家庭や地域、自然との触れあいなど、夏休みの活用

– 一方で、直ちに秋季入学に移行することについては、慎重な立場。ただし、「大学においては、学期ごとに授業
を集中し完結させる２学期制を積極的に推進し、春でも秋でも入学できる道を拡大するとともに、高等学校でも
外国との交流、帰国子女の受入れを円滑にする視点から、秋季入学の制度を許容するなどの方策を進め、そ
の成果を見守りながら全般的な秋季入学制への移行の条件を整えていくことも十分検討する必要がある。こ
のためには、企業等の採用に当たっても弾力的な対応を行うことが求められる。」とした。

入学時期等に関するこれまでの経緯①
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• 平成１０年 大学審議会答申「２１世紀の大学像と今後の改革方策について」

– 「学年暦の異なる諸外国への留学及び我が国への留学生の受け入れを促進するため、また、秋季（９月）
入学をより柔軟に導入できるようにするため、学年の途中における入学」をより弾力的に認める。

– 「また、大学入学機会の複数回化という観点から、秋季（９月）入学の導入の促進を求める声もある。受験
者の選択の幅を広げ、多様な学習計画を可能にするという点で秋季（９月）入学の導入による入学機会を
拡大することも有効である。」

– 「学期ごとに授業が完結するセメスター制は、学習上の効果が高いだけでなく、外国を含めた他の大学と
の交流を容易にする一つの方策として有効であり、各大学における積極的な活用を推進していく必要が
ある。」

• 平成１１年 学校教育法施行規則の改正

– 秋季入学をより柔軟に導入できるよう、学年の途中における入学及び卒業に関する規定を弾力化した。

• 平成１２年 教育改革国民会議報告

– 「国際化を促進し、高校卒業後の学生に社会体験などの時間を与える観点から、大学の９月入学を多くの
大学が実施するよう積極的に推進する。」

入学時期等に関するこれまでの経緯②
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• 平成１９年 教育再生会議第一次報告

– 「既に約１５０の大学で行われている秋季入学（９月又は１０月入学）を普及促進し、入学前の半年間に奉仕活
動、ボランティア活動、海外支援活動等の多様な体験を通じ豊かな感性や徳目を身に付けるようにする。」

• 平成１９年 教育再生会議第二次報告

– 「国は、海外からの帰国生徒や海外からの留学生の要請に応えるとともに、日本版ギャップイヤー（※）などの
導入による若者の多様な体験の機会を充実させる観点から、大学・大学院における９月入学を大幅に促進す
る。」

– 「さらに、国は、海外からの帰国生徒や留学生の希望に応じられるよう、国立大学について、次期中期目標策
定の際、ガイドラインを示し、９月入学を積極的に受け入れる大学・大学院を支援し、全国立大学での９月入学
枠の設定を実現する。私立大学においても９月入学枠設定を促進する。９月入学枠を設定する大学について、
運営費交付金、私学助成等により支援措置を講ずる。９月入学と合わせて、セメスター制（半年間の学期ごと
に授業が完結し、単位の修得認定を行う仕組み）の導入を促進する。

※日本版ギャップイヤー ： ３月末までに入学を決定した学生に、９月からの入学を認め、その間、ボランティ
ア活動など多様な体験活動を行う猶予期間を与えるもの。また、４月に入学した学生に、９月までの間、多様
な体験活動を認め、このような活動を評価して一定の単位を認める仕組み。」

• 平成１９年 学校教育法施行規則改正
– 学年の始期を四月以外とすることを可能にした。

• 学年の始期及び終期は、学長が定めることとした。

• 平成２４年 東京大学が秋季入学構想を公表

• 平成２５年 大学設置基準改正
– 学事暦（アカデミック・カレンダー）の柔軟化

• ４学期制等の柔軟な採用を可能にした。

入学時期等に関するこれまでの経緯③
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・学部段階で４月以外の時期に実際
に入学者を受け入れている大学

平成21年度 115大学
（国立18大学、公立4大学、
私立93大学）
・大学院段階で４月以外の時期に実
際に入学者を受け入れている大学

平成21年度 209大学
（国立67大学、公立20大学、私立
122大学）
※ 通信制大学、短期大学，及び放
送大学を除く。

※ 平成21年度の調査対象大学は
752校[22]

内訳：国立86校[4]、公立77校[2]、私
立589校[16]  （ [ ]は内数で大学院大
学を示す。）

出典：文部科学省「大学における教育内容
の改革状況について」

学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号） （平成20年4月1日施行）
第163条 大学の学年の始期及び終期は、学長が定める。

２ 大学は、前項に規定する学年の途中においても、学期の区分に従い、学生を入学させ及び卒業させることが

できる。
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○ 授業期間について、「１０週又は１５週」の原則を維持しつつ、従来主流であった「週１コマ、１５週」の講義を
中心とした授業のあり方の多様化を推進するため、より弾力的な授業期間の設定を可能にする。

○ その際、平成２４年８月の中教審答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」の考え方を
踏まえ、各大学における創意工夫により、一方向の知識伝達型の授業から、教員・学生が双方向に意思疎
通を行うことができるような、学生の主体的な学びを重視する授業への転換が必要。

○ そのため、 「教育上必要」かつ「十分な教育効果」が認められる場合に、授業期間の弾力的な運用を認め
る。

○大学設置基準第２３条 （改正後）平成２５年３月２９日公布、平成２５年４月１日施行

（各授業科目の授業期間）
第二十三条 各授業科目の授業は、十週又は十五週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし、
教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められる場合は、この限りではない。

【大学設置基準改正の趣旨・内容】

7

【改正後の条文】

学事暦の柔軟化について

（週複数回授業の実施）

・８週間で、１時間の講義を週２回実施＜１単位＞
→例えば、８週間を原則とした「４学期制」の実施も可能になる。

（様々な授業形態の組み合わせ）
・１３週間で、１時間の講義を週１回実施し、特定の日にフィールドワーク（６時間）を実施＜１単位＞
・１１週間で行う「サービス・ラーニング」
①６週間、１時間の講義を週１回行う
②４週間、地域における社会奉仕活動を現場実習として週１回（１回あたり６時間）行う
③最後の週に、振り返り学修として、演習授業を１回（２時間）行う ＜１単位＞

想定される具体的な事例
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出典：UNESCO Statistical  YearBook 1998」

国名 学年 （参考）会計年度の始期

アメリカ ９月～６月 ７月

イギリス ９月～７月 ４月

フランス ９月～７月 １月

ドイツ ８月～７月 １月

イタリア ９月～６月 １月

デンマーク ８月～６月 １月

ロシア ９月～６月 １月

オーストラリア １月～１２月 ７月

カナダ ９月～６月 ４月

メキシコ ９月～７月 １月

ブラジル ３月～１２月 １月

インド ４月～３月 ４月

中国 ９月～７月 １月

韓国 ３月～２月 １月

諸外国における学事暦の状況について
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イギリスにおけるギャップイヤーについて

○ イギリスでは、貴族社会から始まった慣習として、大学入学資格を得た18～25歳までの若者に、
大学に入学する時期を遅らせ、主として社会的な見聞を広めるために、猶予期間が与られる「ギャッ
プイヤー」が行われている。（ギャップイヤーを取得する学生は、全体の約１割弱。）

○ ギャップイヤーの取り方は多様で有り、
・ 入学を遅らせる場合
・ 在学中に休学する場合
・ 卒業後に取得する場合
等の方法がある。

○ 一例として、高校が終了する６月から、大学が始まる翌年１０月までの１６か月間のギャップイヤー
の場合、
・ はじめの５か月間はアルバイトで資金を作る
・ 次の５か月間でボランティア活動を行う
・ 残りの６か月間を世界旅行をしたり会社で職業体験をしたりする
のような、様々な活動が組み合わされている。

○ これらの青少年のギャップイヤー中の活動を支援するエージェント団体は数多くあり、海外での
ボランティア活動のサポート等を行っている。

○ ギャップイヤーを取得した若者は、大学を中退する割合が３～４％と少なく（平均は２０％）、
ギャップイヤーの利用は、大学での専攻についての目的が明確になる等の効果があるとされている。
企業においても、ギャップイヤーによって様々な社会体験を経た若者を評価しており、ギャップ
イヤーを取る学生は増加傾向にある。
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現在行われているギャップイヤーの主な類型について

国際教養大学「ギャップイヤー入試」

名古屋商科大学「ギャップイヤー・プログラム」

・ ９月の入学前に実施。

・ 定員は10名（入学定員は約170名）
・ 出願時にギャップイヤ－活動計画書を提出。

・ ６月に途中経過を報告し、８月に活動報告書を作成。

・ 取組内容は自由で、ボランティア活動、フィールドワーク、

部活動における後輩育成など、活動内容を自由に選択。

（入学後に報告書を提出し、審査の上、３単位を付与。）

・ 原則として４月の入学後に実施。

・ 実施人数は20名弱（入学定員は約850名）
・ 英語や生活指導を大学で行った後、フランスで合同の

研修を実施。その後、調査、ボランティア活動、企業訪

問等の各自のプログラムを実施（２ヶ月）し、７月に帰国。

・ 奨学金を大学が提供し、渡航往復費、現地宿泊費、

保険料を支給（平成24年度実績：10名）
・ レポートを提出し、２～１０単位を付与。

４月 ９月

入学
ギャップイヤー

４月 ７月

入学
ギャップイヤー

入学前実施型

入学後短期実施型

入学後長期休学型

東京大学「ＦＬＹ プログラム」※Freshers' Leave Year Program

４月 ４月

入学
ギャップイヤー

・ ４月に入学するが、１年間休学。

・ 11名を採択（入学定員は約3000名）
・ 合格後に事前申請書を提出。

・ 取組内容は自由で、復興支援ボランティア、ワーキング

ホリデー、インドでのインターンシップなど活動は多様。

・ 休学であるが、図書館等の学内施設の利用は可能。

・ 経費については、申請によりその一部を大学が支援。
休学 ３月
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グローバル人材育成コミュニティの形成に向けて
現状・課題

●海外拠点を持つ企業の７割以上※にとって、グローバル化を推進する

国内人材の確保・育成は大きな課題
（※ 出典：経済産業省「グローバル人材育成に関するアンケート調査」（2010年3月））

●諸外国が海外留学者数を伸ばす中、日本人の海外留学者数は2004年

以降減少傾向 2004年から2010年で24,885人減少（約▲30％）

目 標 目指すべき姿

大学生等 ６万人 → 12万人

高 校 生 ３万人 → ６万人

大学生等 ６万人 → 12万人

高 校 生 ３万人 → ６万人

●質の高い海外経験とグローバルな人的ネットワーク
を有する多くの人材が、大学等を卒業後に様々な分野
で活躍

●国連等の国際機関の中核で活躍する日本人の増加に
より、世界的な我が国のプレゼンス・影響力が向上

2010 2020

日本人留学生倍増

国、民間、大学が一丸となって我が国のグローバル人材を育成
●国,連携企業,大学等が協働で選考・研修等を実施 ●留学だけじゃなく，インターンシップ等も連動する新たな取り組み

●SNSによる本事業参加学生等のコミュニティを創設し，国,連携企業,大学等がそれを活用

・選抜による意欲の喚起

・留学目的が明確になることによ
り、将来の具体的キャリアプランを
描く

留学目的の明確化 質の高い留学

・明確な目的を持った優秀な学生が質の高い留学
プログラムに参加し、大きな成果を得る

・支援メニューに応じ、留学後に活かせる多様な
経験を積む

留学成果の定着等

・留学経験者が意見交換を行う交流会や、成果発表会等を通
じ、留学の成果を真に身に付ける

・インターンシップや企業説明会等に参加し、企業理解を促
進することにより、就職に向けた雇用のミスマッチを防止

学生等の成長プロセス

事前研修選 抜 留学時の奨学金支給 事後研修等

●成績要件の設定
●明確な留学計画、指導教
員等による推薦状、面接に
よる選考

成績優秀者だけでな
く、高い意志と強い意
欲がある学生等を選抜

行っただけに終わらな
い留学目的の明確化

●留学希望学生等を対象に、例え
ばグローバル事業の現状や企業が
直面している課題などをテーマに
企業若手社員によるワークショッ
プ等を実施。これによる留学目的
の明確化と意欲向上をねらう

留学を真に血肉とする
ために欠かせないフォ
ローアップを実施

・インターンシップ
機会の提供 等

国費と民間資金のマッチング等による、
学生等への奨学金支給及びステイタスの付与

・講師派遣
・研修プロ

グラムの
策定 等

インターンシップ・
企業説明会等

●連携企業が実施する長期
インターンシップへの参加
●連携企業に限定した企業
説明会等の開催

留学修了者を対象とし
たインターンシップ、
企業説明会等の実施

●個々人の内省を促す仕組みや、
経験者同士で意見交換等の交流
会を実施
●留学修了者によるSNSコミュ
ニティーを創設し留学目的の実
現に向けた取組の継続など

・連携企業のみ
SNSの閲覧可
能。優秀な人材
の発掘などに活
用

企業ニーズに沿った優
秀な学生等を選抜する
ため（希望に応じ）選考
への参加

若手社員を講師として
派遣。社内の若手社員
研修として活用すること
で研鑽の場にも

・ 優秀な学生等の発掘
・ 学生等の企業理解増進
による雇用のミスマッチ
の防止

連携企業の役割等

民間資金を活用した支援メニューの提供 若手社員を講師として
派遣。社内の若手社員
研修として活用すること
で研鑽の場にも

支援メニュー（案）
●グローバル企業で活躍したいトップ層の学生等を支援する奨学金
●地域のグローバル化に貢献する企業で活躍したい学生等を支援する奨学金
●18歳頃の早期の留学を支援する奨学金

【国による支援】

平成26年度概算要求額 １５３億円
大学生等：10,200人 → 32,500人
高校生 ： 300人 → 3,600人
・奨学金による支援
・留学プログラムの評価 等

・国費とのマッチング
による支援

・民間視点での支援メ
ニューの実施

グローバル人材育成コミュニティの形成に向けて
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（参考）


